大阪府条例第　　　号

　　　大阪府文化財保護条例の一部を改正する条例

　大阪府文化財保護条例（昭和四十四年大阪府条例第五号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（定義）

第二条　この条例において「文化財」とは、法第二条第一項第一号から第四号までに掲げる有形文化財、無形文化財、民俗文化財及び記念物をいう。

第四条　削除

（指定）

第七条　（略）

２・３　（略）

４　第一項の規定による指定は、その旨を公示するとともに、当該有形文化財の所有者及び権原に基づく占有者に通知することによって行う。

５　第一項の規定による指定は、前項の規定による公示があった日からその効力を生ずる。ただし、当該府指定有形文化財の所有者又は権原に基づく占有者に対しては、同項の規定による通知が当該所有者又は権原に基づく占有者に到達した時からその効力を生ずる。

６　（略）

（解除）

第八条　（略）

２・３　（略）

４　前項の場合には、委員会は、その旨を公示するとともに、当該有形文化財の所有者及び権原に基づく占有者に通知しなければならない。

５　（略）

（管理団体による管理）

第十二条　（略）

２　（略）

３　第一項の規定による指定は、その旨を公示するとともに、前項に規定する所有者、占有者及び市町村等に通知して行うものとする。

４―６　（略）

（指定）

第三十二条　（略）

２・３　（略）

４　第一項の規定による指定及び第二項の規定による認定は、その旨を公示するとともに、当該府指定無形文化財の保持者又は保持団体として認定しようとするもの（保持団体にあっては、その代表者）に通知することによって行う。

５・６　（略）

（解除）

第三十三条　（略）
２・３　（略）

４　第一項の規定による指定の解除又は第二項の規定による認定の解除は、その旨を公示するとともに、当該府指定無形文化財の保持者又は保持団体の代表者に通知することによって行う。

５　（略）

６　前項の場合には、委員会は、その旨を公示するとともに、当該府指定無形文化財の保持者として認定されていた者又は保持団体として認定されていた団体の代表者に通知しなければならない。

７　保持者が死亡したとき又は保持団体が解散したとき（消滅したときを含む。以下この条及び次条において同じ。）は、当該保持者又は保持団体の認定は解除されたものとし、保持者の全てが死亡したとき又は保持団体の全てが解散したときは、府指定無形文化財の指定は解除されたものとする。この場合には、委員会は、その旨を公示しなければならない。

（指定）

第三十八条　（略）

２・３　（略）

４　第一項の規定による府指定無形民俗文化財の指定は、その旨を公示してする。

（解除）

第三十九条　（略）

２・３　（略）

４　第一項の規定による府指定無形民俗文化財の指定の解除は、その旨を公示してする。

５・６　（略）

７　第五項の規定による府指定無形民俗文化財の指定の解除については、委員会は、その旨を公示しなければならない。

（標識等の設置）

第五十三条　府指定史跡名勝天然記念物の所有者（管理団体がある場合は、その者）は、委員会規則で定める基準により、府指定史跡名勝天然記念物の管理に必要な標識、説明板、境界標、囲い柵その他の施設を設置するものとする。

（解除）

第六十三条　（略）

２―５　（略）
６　前条第二項の認定が保持者のみについてなされた場合にあってはその全てが死亡したとき、同項の認定が保存団体のみについてなされた場合にあってはその全てが解散したとき（消滅したときを含む。以下この項において同じ。）又は同項の認定が保持者と保存団体とを併せてなされた場合にあっては保持者の全てが死亡し、かつ、保存団体の全てが解散したときは、府選定保存技術の選定は解除されたものとする。この場合には、委員会は、その旨を公示しなければならない。

（埋蔵文化財に関する委員会等の責務）

第六十七条　（略）

２　何人も、宅地の造成、土地の開墾等により法第九十二条第一項に規定する埋蔵文化財を発見したときは、当該埋蔵文化財が貴重な財産であることを自覚し、その損傷及び散逸の防止に留意するとともに、当該埋蔵文化財の包蔵地の保存に努めなければならない。

３　（略）

（委任）

第六十八条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、委員会規則で定める。

第六十九条　次の各号のいずれかに該当する者は、五万円以下の罰金又は科料に処する。

　一・二　（略）
	（定義）

第二条　この条例で「文化財」とは、法第二条第一項第一号から第四号までに掲げる有形文化財、無形文化財、民俗文化財及び記念物をいう。

（市町村の責務）

第四条　市町村は、府の施策と相まって、当該市町村の歴史的、文化的又は自然的条件に応じて、その地域にとって固有な文化財の保存及び活用が適切に行われるよう必要な施策を講じなければならない。
（指定）

第七条　（略）

２・３　（略）

４　第一項の規定による指定は、その旨を告示するとともに、当該有形文化財の所有者及び権原に基づく占有者に通知することによって行う。

５　第一項の規定による指定は、前項の規定による告示があった日からその効力を生ずる。ただし、当該府指定有形文化財の所有者又は権原に基づく占有者に対しては、同項の規定による通知が当該所有者又は権原に基づく占有者に到達した時からその効力を生ずる。

６　（略）

（解除）

第八条　（略）

２・３　（略）

４　前項の場合には、委員会は、その旨を告示するとともに、当該有形文化財の所有者及び権原に基づく占有者に通知しなければならない。

５　（略）

（管理団体による管理）

第十二条　（略）

２　（略）

３　第一項の規定による指定は、その旨を告示するとともに、前項に規定する所有者、占有者及び市町村等に通知して行うものとする。

４―６　（略）

（指定）

第三十二条　（略）

２・３　（略）

４　第一項の規定による指定及び第二項の規定による認定は、その旨を告示するとともに、当該府指定無形文化財の保持者又は保持団体として認定しようとするもの（保持団体にあっては、その代表者）に通知することによって行なう。

５・６　（略）

（解除）
第三十三条　（略）
２・３　（略）

４　第一項の規定による指定の解除又は第二項の規定による認定の解除は、その旨を告示するとともに、当該府指定無形文化財の保持者又は保持団体の代表者に通知することによって行う。

５　（略）

６　前項の場合には、委員会は、その旨を告示するとともに、当該府指定無形文化財の保持者として認定されていた者又は保持団体として認定されていた団体の代表者に通知しなければならない。

７　保持者が死亡したとき又は保持団体が解散したとき（消滅したときを含む。以下この条及び次条において同じ。）は、当該保持者又は保持団体の認定は解除されたものとし、保持者のすべてが死亡したとき、又は保持団体のすべてが解散したときは、府指定無形文化財の指定は解除されたものとする。この場合には、委員会は、その旨を告示しなければならない。

（指定）

第三十八条　（略）

２・３　（略）

４　第一項の規定による府指定無形民俗文化財の指定は、その旨を告示してする。

（解除）

第三十九条　（略）

２・３　（略）

４　第一項の規定による府指定無形民俗文化財の指定の解除は、その旨を告示してする。

５・６　（略）

７　第五項の規定による府指定無形民俗文化財の指定の解除については、委員会は、その旨を告示しなければならない。

（標識等の設置）

第五十三条　府指定史跡名勝天然記念物の所有者（管理団体がある場合は、その者）は、委員会規則で定める基準により、府指定史跡名勝天然記念物の管理に必要な標識、説明板、境界標、囲さくその他の施設を設置するものとする。

（解除）
第六十三条　（略）

２―５　（略）
６　前条第二項の認定が保持者のみについてなされた場合にあってはそのすべてが死亡したとき、同項の認定が保存団体のみについてなされた場合にあってはそのすべてが解散したとき（消滅したときを含む。以下この項において同じ。）又は同項の認定が保持者と保存団体とを併せてなされた場合にあっては保持者のすべてが死亡し、かつ、保存団体のすべてが解散したときは、府選定保存技術の選定は解除されたものとする。この場合には、委員会は、その旨を告示しなければならない。

（埋蔵文化財に関する委員会等の責務）

第六十七条　（略）

２　何人も、宅地の造成、土地の開こん等により法第九十二条第一項に規定する埋蔵文化財を発見したときは、当該埋蔵文化財が貴重な財産であることを自覚し、その損傷及び散逸の防止に留意するとともに、当該埋蔵文化財の包蔵地の保存に努めなければならない。

３　（略）
（委任）

第六十八条　この条例の施行に関し必要な事項は、委員会規則で定める。

第六十九条　次の各号の一に該当する者は、五万円以下の罰金又は科料に処する。

　一・二　（略）

	
	


附　則

　この条例は、公布の日から施行する。
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